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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　筐体と、
　前記筐体に支持されており、発光時間の短い閃光の発生とともに発熱する第１光源と、
　前記筐体に支持されており、連続光の発生とともに前記第１光源とは異なる特性で発熱
する第２光源と、
　前記筐体に支持されており、前記第１光源および前記第２光源に対して共通に熱的に結
合されて、前記第１光源からの前記閃光の発生および前記第２光源からの前記連続光の発
生に伴って生じる熱を、前記筐体の外部に放散する放熱部材と
　を備え、
　前記第２光源は、前記第１光源が被照明物に正対した場合に、前記連続光が前記筐体の
下方を照明する方向に配されるよう前記筐体に支持されていることを特徴とする照明装置
。
【請求項２】
　前記第１光源は、被照明物が位置する側に向かって閃光を反射する反射部材を有し、
　前記放熱部材は、前記反射部材に物理的に結合された結合部を有することを特徴とする
請求項１に記載の照明装置。
【請求項３】
　前記放熱部材は、前記第２光源を直接支持する支持部と、前記第２光源から離間した延
長部とを含み、
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　前記結合部は、前記延長部において前記第２光源から離れた位置に配されることを特徴
とする請求項２に記載の照明装置。
【請求項４】
　前記放熱部材は、前記延長部において他の領域よりも熱抵抗が低いことを特徴とする請
求項３に記載の照明装置。
【請求項５】
　前記放熱部材は、前記延長部に放熱フィンを有することを特徴とする請求項４に記載の
照明装置。
【請求項６】
　前記放熱部材は、電気的な絶縁性を有する材料により形成されて該放熱部材の表面を覆
うカバーを有することを特徴とする請求項２から請求項５までのいずれか一項に記載の照
明装置。
【請求項７】
　前記カバーは、外部から前記放熱部材までを連通させる放熱孔を有することを特徴とす
る請求項６に記載の照明装置。
【請求項８】
　前記結合部は、前記反射部材および前記放熱部材の間に挟まれた、熱伝導性および電気
絶縁性を有するインシュレータを含み、
　前記放熱部材の一部は、外部に露出していることを特徴とする請求項２から請求項７ま
でのいずれか一項に記載の照明装置。
【請求項９】
　請求項１から請求項８までのいずれか一項に記載された照明装置を備え、前記照明装置
の被照明物を撮像することを特徴とする撮像装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、照明装置および撮像装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　下記特許文献１には、撮像装置に、閃光光源と連続光光源とを併せて実装することが記
載される。これにより、静止画を撮影（単写）する場合は輝度の高い閃光光源を用いる一
方、連写撮影や動画撮影などの、連続光光源が求められる機能を撮像装置に付加できる。
【特許文献１】国際公開第２００５／０７８５２９号パンフレット
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　閃光光源を短い間隔で繰り返し発光させた場合には、照明装置の筐体温度が上昇する場
合がある。このような場合に、照明装置が適切な温度範囲まで冷える間、閃光光源の発光
を禁止する機能を備えた照明装置もある。一方、閃光光源は高い電圧を発生させる回路を
含むので筐体内部に封止されている。このため、冷却に時間がかかるので、閃光光源を使
用できない期間が長くなる場合がある。
【０００４】
　また、連続光源として、例えば、発熱量が小さい発光ダイオードを用いた場合でも、高
輝度または長時間にわたって発光させた場合には相応の熱が発生する。このため、ひとつ
の筐体に閃光光源および連続光光源を実装した場合、筐体温度が高くなりがちになる。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記の課題を解決すべく、本発明の第１の態様として、筐体（１３０）と、筐体に支持
されており、閃光を発生する閃光光源（１４０）と、筐体に支持されており、連続光を発
生する連続光光源（１５０）と、筐体に支持されており、閃光光源および連続光光源に対



(3) JP 5526533 B2 2014.6.18

10

20

30

40

50

して共通に熱的に結合されて、閃光光源からの閃光の発生および連続光光源からの連続光
の発生に伴って生じる熱を、筐体の外部に放散する放熱部材（１９０）とを備える照明装
置（１００）が提供される。
【０００６】
　また、本発明の第２の態様として、上記照明装置を備え、照明装置の被照明物を撮像す
る撮像装置（４００）が提供される。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００７】
　以下、発明の実施の形態を通じて本発明を説明する。しかしながら、以下の実施形態は
特許請求の範囲に係る発明を限定するものではない。また、実施形態の中で説明されてい
る特徴の組み合わせの全てが発明の解決手段に必須であるとは限らない。
【０００８】
　図１は、照明装置１００の外観を示す斜視図である。照明装置１００は、相互に連結さ
れた固定筐体１１０および可動筐体１３０を備える。
【０００９】
　固定筐体１１０は、下端面に取り付け部１２０を、前面に電池室１１２、補助光光源１
１１およびリモート用レディライト１１３を備える。取り付け部１２０は、カメラボディ
のホットシューに嵌合する取り付け脚１２２と、ホットシューにおいて信号を伝達する連
動接点１２４とを有する。取り付け脚１２２をホットシューに嵌合させた場合、固定筐体
１１０は、カメラボディに固定される。
【００１０】
　電池室１１２は、照明装置１００を動作させる電力を供給する乾電池等を収容する。補
助光光源１１１およびリモート用レディライト１１３は透明な共通カバー１１５に覆われ
て、動作モードに応じて発光する。即ち、補助光光源１１１は、暗い撮影環境においてオ
ートフォーカスを動作させる場合に、被写体を照明する。また、リモート用レディライト
１１３は、照明装置１００から離れた位置で操作する場合に、後述するメインキャパシタ
への充電完了を通知する。
【００１１】
　可動筐体１３０は、図示の状態において、前面に閃光発生部１４０を、下面に連続光発
生部１５０を、側面にロック解除ボタン１３６を有する。また、閃光発生部１４０の上に
、広角拡散板１４１およびキャッチライト反射板１４３を備える。広角拡散板１４１およ
びキャッチライト反射板１４３は、要求に応じて閃光発生部１４０の前面を覆う。また、
使用しない場合は、可動筐体１３０の内部に収容することもできる。
【００１２】
　可動筐体１３０は、その後端近傍において、水平回動部１３２および垂直回動部１３４
を介して固定筐体１１０に結合される。即ち、水平回動部１３２の下端は、固定筐体１１
０の上端面に結合される。また、水平回動部１３２の上端は、垂直回動部１３４を介して
可動筐体１３０に結合される。
【００１３】
　これらにより、カメラボディ等に固定された固定筐体１１０に対して、可動筐体１３０
の向きを、水平および垂直に回動させて任意の方向に向けることができる。従って、閃光
発生部１４０を被写体に向けて直接に照明できる他、閃光発生部１４０を他の方向に向け
て、間接光により照明して撮影することもできる。
【００１４】
　なお、閃光発生部１４０を上方に向けた場合は、連続光発生部１５０が起立する。換言
すれば、閃光発生部１４０が被写体に正対して閃光を照射する状態にある場合は、連続光
発生部１５０は下方を向いている。従って、使用されていない連続光発生部１５０に塵芥
等が蓄積することが防止される。
【００１５】
　また、水平回動部１３２および垂直回動部１３４は、通常はロック機構により係止され
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ており回動しない。一方、ユーザがロック解除ボタン１３６を押し込んだ場合は、一定の
範囲で回動する。これにより、可動筐体１３０が不用意に向きを変えることが防止されて
いる。
【００１６】
　閃光発生部１４０および連続光発生部１５０は、それぞれ、自身の表面に直交する方向
に閃光または連続光を照射する。閃光発生部１４０および連続光発生部１５０のそれぞれ
は、フレネルレンズ等の拡散レンズ１４６、１５６を介して閃光または連続光を放射する
。従って、閃光または連続光は拡散されて広い範囲に照射される。なお、後述するように
、連続光発生部１５０は、複数の光源を含み、光源のそれぞれに拡散レンズ１５６が配さ
れる。
【００１７】
　図２は、照明装置１００を背面から見た様子を示す斜視図である。なお、図１と共通の
要素には同じ参照番号を付して重複する説明を省く。
【００１８】
　固定筐体１１０の背面には、表示部１６０および操作部１７０が配される。表示部１６
０は、液晶表示パネル１１４、レディライト１１６等を含む。操作部１７０は、複数のボ
タン１１８、ダイアル１１９等を含む。これにより、照明装置１００をカメラボディに装
着した場合に、操作し易い。また、表示部１６０および操作部１７０は、照明装置１００
を単独で操作および動作させる場合にも使用される。
【００１９】
　図３は、照明装置１００の内部構造を模式的に示す断面図である。図３においても、図
１と共通の要素には同じ参照番号を付して重複する説明を省く。
【００２０】
　固定筐体１１０は、電池室１１２に収容された電池１８０と、電池１８０により電力を
供給されて動作する電子回路１８２とを内蔵する。電子回路１８２は、照明装置１００を
制御する処理装置、カメラボディとの通信を司る通信装置等の他、閃光発生部１４０に供
給する高電圧を発生する昇圧回路等も含む。
【００２１】
　可動筐体１３０は、閃光発生部１４０、連続光発生部１５０の他に、閃光発生部１４０
に電力を供給するメインキャパシタ１３８も内蔵する。メインキャパシタ１３８は、電子
回路１８２の昇圧回路から印加される高電圧により迅速に充電される。また、電子回路１
８２から閃光発生の指示を受けた場合に急速に放電する。
【００２２】
　閃光発生部１４０は、閃光を発生する放電管１４２と、放電管１４２が発生した閃光を
反射する反射板１４４とを含む。放電管１４２は、メインキャパシタ１３８から高電圧を
印加された場合に放電して閃光を発生させる。なお、可動筐体１３０の内部は、メインキ
ャパシタ１３８および放電管１４２の間で、絶縁性の隔壁１３９により仕切られている。
【００２３】
　反射板１４４は二次曲面を有して、放電管１４２は当該二次曲面の焦点に配される。こ
れにより、放電管１４２が放射した閃光は、効率よく外部に向けて出射される。輝度の高
い閃光で被写体を照明することにより、比較的速いシャッタ速度で、階調範囲の広い静止
画を撮影できる。
【００２４】
　連続光発生部１５０は、放熱体１９０、発光素子１５２および絶縁カバー１９２を含む
。放熱体１９０は熱伝導性の高い材料により形成され、側端面を可動筐体１３０から支持
される。また、放熱体１９０の一方の面は、可動筐体１３０の外部に向かって露出する。
放熱体１９０の材料としては、アルミ合金等の熱伝導性の高い金属材料を例示できる。
【００２５】
　また、放熱体１９０は、発光素子１５２を支持する。即ち、発光素子１５２は、放熱体
１９０を穿削して形成された反射面１５４の内部に収容される。これにより、発光素子１
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５２において発生した熱は、放熱体１９０に拡散して、効率よく外部に放散される。なお
、発光素子１５２としては、発光ダイオード等を用いることができる。
【００２６】
　更に、放熱体１９０は、可動筐体１３０の外部に露出した部分を、絶縁カバー１９２に
より覆われる。これにより、メインキャパシタ１３８の放電により生じた高電圧が何らか
の理由で外部に漏れることが防止される。
【００２７】
　なお、発光素子１５２のそれぞれに対応した拡散レンズ１５６は、絶縁カバー１９２に
形成される。従って、絶縁カバー１９２は、電気的絶縁性と光学的な透過性とを兼ね備え
た材料で形成することが好ましい。具体的な材料としては、ボリカーボネイト、ポリメチ
ルメタクリレート等の透明樹脂を例示できる。
【００２８】
　また更に、放熱体１９０は、結合ネジ１９１により、反射板１４４に対して物理的に結
合された結合部を形成している。これにより、反射板１４４の下端部分と放熱体１９０と
が密着して熱的に結合される。従って、放電管１４２が放電した場合に発生した熱は、反
射板１４４を介して放熱体１９０に伝達される。既に説明した通り、放熱体１９０の一面
は可動筐体１３０の外部に露出しているので、放電管から発生した熱も、可動筐体１３０
の外部に効率よく放散される。
【００２９】
　なお、図３に示した例では、反射板１４４および放熱体１９０を結合ネジ１９１により
結合したが、結合構造がこれに限定されるわけではない。即ち、反射板１４４および放熱
体１９０が、それらの間の熱伝導を妨げることなく熱的に結合されればよいのであって、
熱伝導性の高い接着材、嵌め合い等、他の構造によって結合されてもよい。
【００３０】
　図４は、照明装置１００の他の状態を示す断面図である。図示のように、垂直回動部１
３４を軸として回転させることにより、長手方向が縦になるように可動筐体１３０が起立
している。これにより、閃光発生部１４０は上方を向き、連続光発生部１５０が前方を向
いている。
【００３１】
　このような形態では、閃光発生部１４０を動作させることにより、被写体を反射光で照
明するバウンス照明ができる。また、連続光発生部１５０で照明することにより、例えば
動画を撮影できる。
【００３２】
　図５は、照明装置１００の他の構造を模式的に示す図である。なお、固定筐体１１０お
よびその内部構造には変化がないので図示を省略した。また、図１から図４までに示した
照明装置１００と共通の要素には同じ参照番号を付して重複する説明を省いた。
【００３３】
　この照明装置１００の連続光発生部１５０は、放熱体１９０の端部近傍に寄せて形成さ
れ、発光素子１５２および結合ネジ１９１の間に、長さＤを有する放熱体１９０の放熱専
用部１９９が形成される。反射板１４４と放熱体１９０とを熱的に結合する結合ネジ１９
１は、放熱専用部１９９を挟んで、発光素子１５２と反対の側に配される。
【００３４】
　このような構造により、発光素子１５２に対して放熱体１９０の性能が相対的に高くな
り、発光素子１５２を効率よく冷却できる。また、発光素子１５２および結合ネジ１９１
の間隔が開くので、発光素子１５２で発生した熱が反射板１４４に伝達され難くなる。
【００３５】
　これは、閃光発生部１４０において発生した熱が連続光発生部１５０に伝達されること
も抑制されることを意味する。従って、相互の熱的な影響を排除して、閃光発生部１４０
および連続光発生部１５０の動作を安定させることができる。
【００３６】
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　図６は、照明装置１００の他の形態を模式的に示す断面図である。なお、図６は、可動
筐体１３０が起立した状態を描いている。
【００３７】
　図５に示した照明装置１００と比較すると、この照明装置１００では、放熱体１９０の
放熱専用部１９９に放熱フィン１９４を備える。また、放熱フィン１９４が形成された領
域において、絶縁カバー１９２に複数の放熱孔１９３が形成される。放熱孔１９３は、絶
縁カバー１９２の表面から、放熱体１９０の表面に至るまで連通している。
【００３８】
　図７は、図６に示した照明装置１００の、放熱体１９０および絶縁カバー１９２を個別
に示す斜視図である。放熱体１９０は、切り込みを入れることにより形成された複数の放
熱フィン１９４を放熱専用部１９９に備える。
【００３９】
　絶縁カバー１９２は、放熱専用部１９９に対応する部分に、放熱専用部１９９から発す
る熱を外部に放出するための複数の放熱孔１９３を有する。また、連続光発生部１５０を
形成する発光素子１５２および反射面１５４に対応する領域には、拡散レンズ１５６を有
する。
【００４０】
　このような構造により、閃光発生部１４０および連続光発生部１５０の間に位置する放
熱専用部１９９の熱抵抗が一層低下して、閃光発生部１４０および連続光発生部１５０に
対する冷却性能が向上される。また、閃光発生部１４０および連続光発生部１５０の間が
離れているので、両者の熱的な影響を遮断することもできる。なお、放熱孔１９３の各々
は、ユーザの指等よりも大幅に小径であることが望ましい。これにより、放熱体１９０の
冷却性能を向上させつつ、ユーザが放熱体１９０に直接に触れることを防止できる。
【００４１】
　図８は、照明装置１００のまた他の形態を示す断面図である。図６と同様に、固定筐体
１１０の図示は省略している。
【００４２】
　この照明装置１００は、反射板１４４および放熱体１９０の結合部に固有の特徴がある
。即ち、反射板１４４は、電気的絶縁性を有するインシュレータ１９５を介して、その下
端を放熱体１９０に向かって押しつけることにより、放熱体１９０に対して熱的に結合す
る。
【００４３】
　このような構造により、可動筐体１３０の外部に一部が露出する放熱体１９０は、閃光
発生部１４０に対して熱的に結合される一方、電気的には絶縁される。従って、可動筐体
１３０の外部において、放熱体１９０の表面を絶縁する絶縁カバー１９２を省略できる。
これにより、放熱体１９０の放熱性を一層向上させることができる。なお、放熱体１９０
に放熱フィン１９４等を形成して、冷却性能をさらに向上させてもよい。
【００４４】
　なお、このような構造の照明装置１００においても、連続光発生部１５０は、拡散レン
ズ１５６を備えることが好ましい。従って、放熱体１９０において、発光素子１５２およ
び反射面１５４が形成された領域は、フレネルレンズ等の拡散レンズ１５６により覆われ
る。
【００４５】
　また、インシュレータ１９５を形成する絶縁材料の多くは、材料自体の熱伝導性は低い
。しかしながら、インシュレータ１９５の材料を弾性とすることにより反射板１４４およ
び放熱体１９０を密着させることにより、両者の間の熱抵抗を低減させることができる。
より具体的には、例えば、摂氏２００度程度までの耐熱性を有するシリコンゴムのシート
等を好ましく使用できる。
【００４６】
　図９は、更に他の構造を有する照明装置１００の構造を示す図である。また、図１０は
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、図９に示した照明装置１００の正面図である。
【００４７】
　この照明装置１００では、連続光発生部１５０が、閃光発生部１４０と同じ方向に連続
光を出射するように形成される。これにより、可動筐体１３０の向きを変更することなく
、閃光発生部１４０および連続光発生部１５０を使用することができる。また、放熱体１
９０の下面が広くなるので、放熱体１９０の放熱性も向上される。
【００４８】
　更に、照明装置１００では、反射板１４４の下端と放熱体１９０との間に、断熱シート
１９６を挟んでいる。また、放熱体１９０は、連続光発生部１５０と反対の側に、可動筐
体１３０の内側に向かって延在する連結部１９７を有する。連結部１９７の上端は、結合
ネジ１９１により、反射板１４４の背面に結合される。
【００４９】
　このような構造により、閃光発生部１４０および連続光発生部１５０の間に放熱専用部
１９９を設け、閃光発生部１４０および連続光発生部１５０の熱的な相互作用を防止して
いる。なお、閃光発生部１４０の反射板１４４と放熱体１９０とが電気的にも結合してい
るので、可動筐体１３０の外部に露出した放熱体１９０の表面は、電気的絶縁性を有する
絶縁カバー１９２により覆われていることが好ましい。また、絶縁カバー１９２のうち、
連続光発生部１５０を覆う領域には、連続光を拡散させる拡散レンズ１５６を形成するこ
とが好ましい。
【００５０】
　図１１は、照明装置１００を装着した撮像装置４００の構造を模式的に示す縦断面図で
ある。照明装置１００は、図３に示したものと同じ構造を有する。また、撮像装置４００
は、レンズユニット４１０およびボディ４６０を含む。
【００５１】
　レンズユニット４１０は、マウント４５０を介して、ボディ４６０に対して着脱自在に
装着される。レンズユニット４１０は、光学部材４２０、光学部材４２０を収容する鏡筒
４３０、および、鏡筒４３０の内部に設けられて光学部材４２０を駆動するモータ４０１
を含む。一方、ボディ４６０は、メインミラー５４０、ペンタプリズム４７０、接眼光学
系４９０を含む光学系を有する。
【００５２】
　メインミラー５４０は、レンズユニット４１０を介して入射した入射光の光路上に傾斜
して配置される待機位置と、入射光を避けて上昇する撮影位置（図中に点線で示す）との
間を移動する。待機位置にあるメインミラー５４０は、入射光の大半を、上方に配置され
たペンタプリズム４７０に導く。ペンタプリズム４７０は、入射光の鏡映を接眼光学系４
９０に向かって出射するので、フォーカシングスクリーン４７２の映像を接眼光学系４９
０から正像として見ることができる。
【００５３】
　入射光の残りは、ペンタプリズム４７０により測光ユニット４８０に導かれる。測光ユ
ニット４８０は、入射光の強度および強度分布等を測定する。なお、ペンタプリズム４７
０および接眼光学系４９０の間には、ファインダ液晶４９４に形成された表示画像を、フ
ォーカシングスクリーン４７２からの映像に重ねるハーフミラー４９２が配置される。
【００５４】
　メインミラー５４０は、入射光の入射面に対する裏面にサブミラー５４２を有する。サ
ブミラー５４２は、メインミラー５４０を透過した入射光の一部を、下方に配置された測
距ユニット５３０に導く。これにより、メインミラー５４０が待機位置にある場合は、測
距ユニット５３０が被写体までの距離を測定する。なお、メインミラー５４０が撮影位置
に移動した場合は、サブミラー５４２も入射光の光路から退避する。
【００５５】
　更に、入射光に対してメインミラー５４０の後方には、シャッタ５２０、光学フィルタ
５１０および撮像素子５００が順次配置される。シャッタ５２０が開放される場合、直前
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にメインミラー５４０が撮影位置に移動するので、入射光は直進して撮像素子５００に入
射される。これにより、入射光の形成する画像が電気信号に変換される。
【００５６】
　一方、レンズユニット４１０は、図中で左側にあたる入射端から鏡筒４３０内に順次配
列された、フロントレンズ４２２、コンペンセータレンズ４２４、フォーカシングレンズ
４２６およびメインレンズ４２８を含む光学系を有する。光学系は、鏡筒４３０に収容さ
れる。また、フォーカシングレンズ４２６およびメインレンズ４２８の間には、アイリス
ユニット４４０が配置される。
【００５７】
　更に、レンズユニット４１０は、鏡筒４３０の内部に、モータ４０１を備える。モータ
４０１は、光軸方向について鏡筒４３０の中程にあって相対的に小径なフォーカシングレ
ンズ４２６の下方に配置される。これにより、鏡筒４３０の径を拡大することなく鏡筒４
３０内に収容され、フォーカシングレンズ４２６を光軸方向に前進または後退させる。
【００５８】
　ボディ４６０は、ボディ４６０の内部であって、上記光学系の光路をはずれた位置に制
御部５５０を備える。制御部５５０は、ボディ４６０内部の各部の動作を制御するに留ま
らず、マウント４５０を介して電気信号を送受信することにより、レンズユニット４１０
内部のモータ４０１の動作も制御する。
【００５９】
　照明装置１００は、ボディ４６０の頂部に設けられたアクセサリーシュー５６０に、取
り付け脚１２２を嵌合させることにより装着される。これにより、取り付け部１２０と一
体的に形成された固定筐体１１０は、ボディ４６０に対して固定される。また、照明装置
１００の連動接点１２４を介して、ボディ４６０側の制御部５５０と通信できる状態にな
る。
【００６０】
　制御部５５０は、ボディ４６０側の測距ユニット５３０が検出した被写体までの距離、
露出等の情報を、連動接点１２４を介して照明装置１００にも通知する。これにより、照
明装置１００は、ボディ４６０の動作と連動して、発光のタイミングの他、発光量等の制
御をする。
【００６１】
　図１２は、他の撮像装置４００の構造を模式的に示す斜視図である。なお、図１１と共
通の要素には同じ参照番号を付して重複する説明を省く。
【００６２】
　撮像装置４００は、シャッタ４６２、モードダイアル４６４、鏡筒４３０等を備えたボ
ディ４６０に、更に、照明装置１００を備える。照明装置１００は、閃光発生部１４０お
よび連続光発生部１５０とを共通に支持する放熱体１９０を備える。
【００６３】
　また、放熱体１９０は、閃光発生部１４０および連続光発生部１５０の周囲において、
ボディ４６０の外部に対して露出する。これにより、放熱体１９０は、閃光発生部１４０
および連続光発生部１５０が照明光と共に発生した熱を効率よく外部に放散する。また、
照明装置１００は、鏡筒４３０の直上に配されるので、撮像装置４００を操作するユーザ
の手が触れ難い。
【００６４】
　以上、本発明を実施の形態を用いて説明したが、本発明の技術的範囲は上記実施の形態
に記載の範囲には限定されない。また、上記実施の形態に、多様な変更または改良を加え
得ることが当業者に明らかである。更に、変更または改良を加えた形態も本発明の技術的
範囲に含まれ得ることは、特許請求の範囲の記載から明らかである。
【図面の簡単な説明】
【００６５】
【図１】照明装置１００の外観を示す斜視図である。
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【図２】照明装置１００を他の視点から見た様子を示す斜視図である。
【図３】照明装置１００の内部構造を模式的に示す断面図である。
【図４】照明装置１００の他の状態を示す断面図である。
【図５】照明装置１００の他の形態を模式的に示す図である。
【図６】放熱体１９０の詳細な構造を示す図である。
【図７】照明装置１００のまた他の形態を模式的に示す断面図である。
【図８】照明装置１００の更に他の形態を模式的に示す断面図である。
【図９】照明装置１００のまた更に他の状態を示す断面図である。
【図１０】図８に示した照明装置１００の正面図である。
【図１１】照明装置１００を撮像装置４００に装着した状態を示す図である。
【図１２】他の撮像装置４００の構造を模式的に示す斜視図である。
【符号の説明】
【００６６】
１００　照明装置、１１０　固定筐体、１１１　補助光光源、１１２　電池室、１１３　
リモート用レディライト、１１４　液晶表示パネル、１１５　共通カバー、１１６　レデ
ィライト、１１８　ボタン、１１９　ダイアル、１２０　取り付け部、１２２　取り付け
脚、１２４　連動接点、１３０　可動筐体、１３２　水平回動部、１３４　垂直回動部、
１３６　ロック解除ボタン、１３８　メインキャパシタ、１３９　隔壁、１４０　閃光発
生部、１４１　広角拡散板、１４２　放電管、１４３　キャッチライト反射板、１４４　
反射板、１４６、１５６　拡散レンズ、１５０　連続光発生部、１５２　発光素子、１５
４　反射面、１６０　表示部、１７０　操作部、１８０　電池、１８２　電子回路、１９
０　放熱体、１９１　結合ネジ、１９２　絶縁カバー、１９３　放熱孔、１９４　放熱フ
ィン、１９５　インシュレータ、１９６　断熱シート、１９７　連結部、１９９　放熱専
用部、４００　撮像装置、４０１　モータ、４１０　レンズユニット、４２０　光学部材
、４２２　フロントレンズ、４２４　コンペンセータレンズ、４２６　フォーカシングレ
ンズ、４２８　メインレンズ、４３０　鏡筒、４４０　アイリスユニット、４５０　マウ
ント、４６０　ボディ、４６２　シャッタ、４６４　モードダイアル、４７０　ペンタプ
リズム、４７２　フォーカシングスクリーン、４８０　測光ユニット、４９０　接眼光学
系、４９２　ハーフミラー、４９４　ファインダ液晶、５００　撮像素子、５１０　光学
フィルタ、５２０　シャッタ、５３０　測距ユニット、５４０　メインミラー、５４２　
サブミラー、５５０　制御部、５６０　アクセサリーシュー
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              特開２００６－１７１１９２（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｇ０３Ｂ　　１５／０３　　　　
              Ｆ２１Ｓ　　　２／００　　　　
              Ｆ２１Ｖ　　２９／００　　　　
              Ｇ０３Ｂ　　１５／０５　　　　
              Ｈ０４Ｎ　　　５／２２５　　　
              Ｆ２１Ｙ　１０１／０２　　　　
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